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台風10号による災害からの早期復旧・復興の実現について
　１　道路や河川の早期復旧などについて
　平成28年８月に襲来した台風10号は、岩手県沿岸北部を中心に記録的
な豪雨をもたらし、当該市町村の被害は甚大なものとなっています。
本市においては、各地区で組織する自主防災組織等の協力により、人的
被害こそなかったものの、沿岸部に隣接する土淵町を中心に、住宅被
害、農作物被害、道路・河川の被害など、９月７日現在、被害総額は約
23億３千３百万円にのぼるなど、甚大な被害が発生しております。
このため、９月15日には、庁内に東日本豪雨災害復旧推進本部を立ち上
げ、総力を挙げて、着実かつ迅速な復旧作業に取り組んでいるところで
す。
　ついては、国や県においては、このような実情を十分にご理解いただ
き、早期復旧・復興に向け、次の事項について要望します。

１　道路や河川の早期復旧などについて
住民の命の道である幹線道路や河川を早期に復旧・整備を行うこと。

　８月30日に本県を通過した台風10号は、本県沿岸北部を中心に大きな
被害をもたらしました。
　遠野地区においては、東部区域を中心に一般国道340号や主要地方道
釜石遠野線、一級河川早瀬川や小烏瀬川など、県が管理する公共土木施
設においても大きな被害を受けたところです。
　県では、国や遠野市など関係機関と連携を図りながら、道路・河川と
いった公共土木施設の早期復旧に向けて、全力で取り組んでいきます。

県南広域
振興局

土木部 Ｂ

台風10号による災害からの早期復旧・復興の実現について
　２　被災者救済への財政支援について
　平成28年８月に襲来した台風10号は、岩手県沿岸北部を中心に記録的
な豪雨をもたらし、当該市町村の被害は甚大なものとなっています。
本市においては、各地区で組織する自主防災組織等の協力により、人的
被害こそなかったものの、沿岸部に隣接する土淵町を中心に、住宅被
害、農作物被害、道路・河川の被害など、９月７日現在、被害総額は約
23億３千３百万円にのぼるなど、甚大な被害が発生しております。
このため、９月15日には、庁内に東日本豪雨災害復旧推進本部を立ち上
げ、総力を挙げて、着実かつ迅速な復旧作業に取り組んでいるところで
す。
　ついては、国や県においては、このような実情を十分にご理解いただ
き、早期復旧・復興に向け、次の事項について要望します。

２　被災者救済への財政支援について
　基幹作物である米、国内有数の生産量を誇るホップ等の農作物や農地
に被害が生じていることから、国庫補助災害復旧に該当しない小規模被
災箇所の復旧を円滑に進めるため、県独自の小規模農地等の災害復旧に
係る補助事業を構築すること。

　県では、平成28年９月補正予算において、「小規模農地等災害復旧事
業」を創設し、国の支援対象とならない小規模な農地等の復旧を支援し
ています。
　なお、国の災害復旧事業等については、引き続き、早期復旧に向け工
事発注などを支援していきます。

県南広域
振興局

農政部 Ａ
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台風10号による災害からの早期復旧・復興の実現について
　３　特別交付税の確保について
　平成28年８月に襲来した台風10号は、岩手県沿岸北部を中心に記録的
な豪雨をもたらし、当該市町村の被害は甚大なものとなっています。
本市においては、各地区で組織する自主防災組織等の協力により、人的
被害こそなかったものの、沿岸部に隣接する土淵町を中心に、住宅被
害、農作物被害、道路・河川の被害など、９月７日現在、被害総額は約
23億３千３百万円にのぼるなど、甚大な被害が発生しております。
このため、９月15日には、庁内に東日本豪雨災害復旧推進本部を立ち上
げ、総力を挙げて、着実かつ迅速な復旧作業に取り組んでいるところで
す。
　ついては、国や県においては、このような実情を十分にご理解いただ
き、早期復旧・復興に向け、次の事項について要望します。

３　特別交付税の確保について
被災地域の早期復旧を図るため、特別交付税の措置について特段の配慮
を行うこと。

　県では、県内各地で甚大な被害が発生していることを踏まえ、国に対
して幅広い財政需要に対応できる弾力的で自由度の高い総合的な支援制
度を含め、復旧・復興に要する経費に対し、特段の財政措置を要望して
います。
　特別交付税につきましても特段の措置が講じられるよう国に対して働
きかけていましたところ、遠野市における平成28年度の交付額は8億
6,720万円余と前年度比11％の増となっています。
　引き続き、復旧・復興に要する経費を的確に把握し、必要な財政措置
が講じられるよう国に対して働きかけていきます。

県南広域
振興局

経営企画
部

Ｂ
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